
・明確な目的をもち、高校生活に取り組む生徒

・農業科目の実習において、積極的に取り組む生徒

・専門的な知識や技術の習得、資格取得に根気強く取り組む生徒

・地域連携や交流学習に積極的に参加する生徒

本校では、次のような教育活動を実施します。

農業科

本校は、次のような生徒の入学を期待しています。

学校番号 42 栃木県立真岡北陵高等学校 全日制課程

② カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成及び実施に関する方針）

本校では、次のような資質・能力を育成します。

① グラデュエーション・ポリシー（育成を目指す資質・能力に関する方針）

スクール・

ポリシー

（三つの方針）

各産業分野の専門性の向上を図り、地域と連携した実践・研究活動を通して、

地域の産業界や社会の持続的な発展を担う職業人を育成する学校

スクール・ミッション（各高等学校の存在意義・社会的役割等）

③アドミッション・ポリシー（入学者の受入れに関する方針）

・農業及び農業関連産業に関する専門的な知識や技術を身に付け活用できる力を育成します。

・課題解決に向け、周りの人と協力し、粘り強く取り組む力を育成します。

・地域産業の担い手、リーダーとして必要な力を育成します。

・地域に即した総合実習を実施し、専門的な深い学びの場を提供します。

・体験的な学習を重視し、知識と技術の定着が図れる教育を提供します。

・職業観や勤労観を育み、専門性を活かした進路に対応する教育を提供します。



商業科

本校は、次のような生徒の入学を期待しています。

学校番号 42 栃木県立真岡北陵高等学校 全日制課程

② カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成及び実施に関する方針）

本校では、次のような資質・能力を育成します。

① グラデュエーション・ポリシー（育成を目指す資質・能力に関する方針）

スクール・

ポリシー

（三つの方針）

各産業分野の専門性の向上を図り、地域と連携した実践・研究活動を通して、

地域の産業界や社会の持続的な発展を担う職業人を育成する学校

スクール・ミッション（各高等学校の存在意義・社会的役割等）

③アドミッション・ポリシー（入学者の受入れに関する方針）

・経済社会を支えるための資質を磨き、ビジネス界で必要な実践力を育成します。

・商業の学習を通し、物事を客観的にとらえる力や、粘り強く取り組む姿勢を育てます。

・自ら課題を見つけ、主体的に解決を図ろうとする態度を育てます。

・実社会で活躍するための、高度なビジネススキルを身に付ける学習を行います。

・進学や就職に役立つ専門性の高い授業や、各種検定取得のための学習を行います。

・地域産業に目を向け、フィールドワークや商品開発などに取り組みながら、探究活動を行います。

・商業に関する専門的な知識や技術を身に付けたいという意志がある生徒

・各種検定試験に向けて、学習に根気強く取り組むことができる生徒

・他者を気遣い、節度をもってコミュニケーションを取ることができる生徒

本校では、次のような教育活動を実施します。



・国家資格「介護福祉士」の資格を取得する強い意志を有する生徒

・向学心をもち、学習活動に真面目に取り組むとともに、部活動や学校行事、地域活動等に積極的に取り組むことができ

 る生徒

・福祉に関する明確な進路希望をもち、その実現に向けて粘り強く努力する生徒

本校では、次のような教育活動を実施します。

福祉科

本校は、次のような生徒の入学を期待しています。

学校番号 42 栃木県立真岡北陵高等学校 全日制課程

② カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成及び実施に関する方針）

本校では、次のような資質・能力を育成します。

① グラデュエーション・ポリシー（育成を目指す資質・能力に関する方針）

スクール・

ポリシー

（三つの方針）

各産業分野の専門性の向上を図り、地域と連携した実践・研究活動を通して、

地域の産業界や社会の持続的な発展を担う職業人を育成する学校

スクール・ミッション（各高等学校の存在意義・社会的役割等）

③アドミッション・ポリシー（入学者の受入れに関する方針）

・福祉に関する幅広い知識や技術を身に付け、生涯にわたり自主的・主体的に学び続けることができる生徒を育てます。

・介護実習等を通して、職業人としての責任感や行動力、コミュニケーション能力を身に付け実践できる生徒を育てま

 す。

・地域との関わりの中で持続可能な共生社会を目指し、「福祉のこころ」をもつとともに他者と協働できる生徒を育てま

 す。

・介護福祉士養成のための専門科目や実習を展開し、介護福祉士国家試験受験資格取得を支援します。

・基礎学力の定着を目指した授業を行うとともに、豊かな人間性を育む授業を実践します。

・福祉に関する専門家等の地域資源を活かした福祉教育の推進を行います。


